
Ⅲ－１－（１）

事業の部局内評価基準

男女の人権を尊重する社会づくり Ａ 事業を実施し、著しい成果があった

施策の方向性１ 男女間のあらゆる暴力の根絶 Ｂ 事業を実施し、成果があった

基本的施策（１） ＤＶ等暴力防止に向けた意識啓発 Ｃ 事業を実施したが、あまり成果がなかった

Ｄ 事業を実施したが、成果がなかった

参加人員

（人）

① ア ○

・ 市民 986 7月 市内
（対象2,600）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

イ ○ 市民 通年

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

基本目標Ⅲ

施　　策 事　業　名 事　業　の　内　容 実施結果・評価・課題

DV、デートDVに
ついての調査及
び情報提供

実施時期

DV・デートDVに
ついての調査の
実施

参加対象 実施場所

配偶者や恋人など親しいパー
トナーからの暴力の実態調査
を行う。

所管課

実施結果

回収率を上げるべく、設問数、質問
の仕方、質問内容等についてなお一
層の検討が必要である。

関係機関からの啓発資料の掲示と相
談窓口の周知、市ホームページ等で
の啓発を行った。

実施結果

「男女平等意識」、「職業や就労」
「社会参画」など8項目、質問数23か
らなる市民意識調査を実施した。催
促をおこなったにもかかわらず、回
収率は、37.9％と低かったが、現在
の市民の男女共同参画に関する意識
の状況把握、前回平成21年度実施調
査及び全国、県調査との比較を行う
ことができ、今後のプラン改定、男
女共同参画施策の推進に役立てるこ
とができる。

今後の課題

事業の評価

男女共同参画
セ ン タ ー

事業の評価

福島市男女共同参画に関す
る意識調査

情報提供

より効果的な情報提供の方法を検討
する。

今後の課題

女性に対するあらゆる暴力を
なくすための情報を提供す
る。
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Ⅲ－１－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 事　業　の　内　容 実施結果・評価・課題実施時期参加対象 実施場所 所管課

② ア ○ 市民 通年

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

③ ア ○ 市民 通年 児 童 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

児童虐待防止推
進事業

講演会等の実施、パンフレッ
ト配布など、虐待防止に向け
た広報活動のほか、学校・医
療機関・警察などの関係機関
との連携を図る。

DV、デートDV、
セクシャル・ハ
ラスメントの防
止対策

男女共同参画
セ ン タ ー

DV、デートDV、セクシャル・
ハラスメントは人権を侵害す
る行為であることの認識を深
めるとともに、防止のための
情報を提供する。

実施結果関係機関等との
連携強化

より効果的な情報発信の方法を検討
する。

今後の課題

CSP（暴力を用いない躾の方法）事業
をはじめ虐待防止に関しての広報に
ついて関係機関との連携の強化を図
る。

虐待講演会には要対協の関係機関を
はじめ、教育、保育、医療関係機関
から143人が参加。正しい知識と適切
な対応について普及、啓発を図っ
た。また、出生届時に虐待防止パン
フレットを配布し産まれたときから
虐待防止に繋げている。小中学校の
夏休み前に相談窓口カードと子ども
の権利条約啓発リーフレットを配付
し児童虐待の早期発見、早期対応に
つとめている。

事業の評価

事業の評価

今後の課題

実施結果

関係機関からの啓発資料の掲示、相
談窓口の周知等を行った。

情報提供
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Ⅲ－１－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 事　業　の　内　容 実施結果・評価・課題実施時期参加対象 実施場所 所管課

③ イ ○ 820 通年 市内 長 寿 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

③ ウ ○ 通年 障がい福祉課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

市民への更なる周知の徹底を図る。

関係機関等との
連携強化

障がい者虐待防
止推進事業

障害者虐待防止センター事業
の積極的な推進を図るととも
に、虐待防止に向けた広報活
動のほか、学校・医療機関・
警察などの関係機関との連携
を図る。

市民、障がい
児・者及びそ
の養護者

実施結果

障害福祉サービス提供事業所、民生
委員会議での広報活動により、虐待
通報に結びついた。また、障害者虐
待防止センターを中心に関係機関と
の連携を図った。

関係機関等との
連携強化

事業の評価

今後の課題

高齢者虐待防止を推進するた
め、地域包括支援センターを
はじめ住民組織、警察などの
関係機関との連携を強化す
る。

虐待事例検討会(全市2回･地区版4回)
及び虐待防止講演会(2回）を実施
し、高齢者虐待防止マニュアルDVD
（集中支援編）を作成した。

地域包括支援
センターおよ
び介護保険事
業者等の関係
機関

高齢者虐待防止
事業

実施結果

障害者虐
待防止セ
ンターほ
か

虐待防止の相談、早期対応、養護者
への支援の充実、関係機関との連携
強化、高齢者虐待防止マニュアルDVD
続編作成・普及・活用等。

事業の評価

今後の課題
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Ⅲ－１－（２）

事業の部局内評価基準

男女の人権を尊重する社会づくり Ａ 事業を実施し、著しい成果があった

施策の方向性１ 男女間のあらゆる暴力の根絶 Ｂ 事業を実施し、成果があった

基本的施策（２） 相談・支援体制の充実 Ｃ 事業を実施したが、あまり成果がなかった

Ｄ 事業を実施したが、成果がなかった

参加人員

（人）

① ア ○ 通年

・

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

② ア ○

・ 市民 7件 6,7,12月

市民

・人権と平和展 1,408 7月23日 アオウゼ

～7月28日

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

実施場所参加対象 実施時期事　業　の　内　容事　業　名 所管課

基本目標Ⅲ

実施結果・評価・課題施　　策

人権擁護委員の日等相談事
業

関係機関との連
携強化

男女共同参画
セ ン タ ー

人権相談及び広
報活動

関係機関等との
連携強化 福島人権擁護委員協議会との情報交

換や、相互協力により啓発を行っ
た。

事業の評価

事業の評価

今後も引き続き、関係機関との連携
を図っていく。

相談体制の充実

実施結果

引き続き人権思想の普及に努め、相
談窓口の周知、広報を図る。

今後の課題

今後の課題

関係機関と連携し、被害女性
への支援や被害防止対策を実
施する。

福島人権擁護委員協議会と
の連携

市民の人権を擁護し、人権思
想の普及を図るため、相談所
を開設する。

男女共同参
画センター

実施結果

福島人権擁護委員協議会と連携し、
人権擁護思想や制度の啓発をおこな
うと共に、人権相談をおこなった。
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Ⅲ－１－（２）

参加人員

（人）
実施場所参加対象 実施時期事　業　の　内　容事　業　名 所管課実施結果・評価・課題施　　策

② イ ○ 市民 255世帯 通年 児 童 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ウ ○ 市民 367件 通年

児童福祉課 児 童 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

エ ○ 高齢者等 8,540 通年 市内 長 寿 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

家庭児童相談室において受け
付けた相談、市女性相談員や
県相談支援センター、県保健
福祉事務所の女性相談員、母
子自立支援員と連絡を密に
し、問題解決にあたってい
く。

女性相談員を設置し配偶者か
らの暴力、夫婦関係などの相
談に応じ、福祉の増進に努
め、関係機関と連携し、自立
が図られるよう必要な指導を
行うとともに健全な生活を支
援する。

男女共同参
画センター

女性相談事業 男女共同参画
セ ン タ ー

引き続き関係機関との連携を進め
る。

適切な助言ができた。

事業の評価

実施結果

適切な助言が行われた。

家庭児童相談室
事業

実施結果相談体制の充実

市内19箇所の地域包括センターで介
護や福祉、生活、地域の支え合い活
動などの相談を実施。（訪問相談件
数の実績）

事業の評価

引き続き関係機関との連携を進め
る。

今後の課題

今後の課題

家庭児童
相談室

事業の評価

今後の課題

保健・医療・福祉等の連携をより一
層充実させた総合的な相談業務の展
開。

高齢者窓口相談
支援事業

高齢者や家族等の相談に応じ
るため、地域包括支援セン
ター等の相談機能を充実す
る。

実施結果

65



Ⅲ－１－（２）

参加人員

（人）
実施場所参加対象 実施時期事　業　の　内　容事　業　名 所管課実施結果・評価・課題施　　策

② オ ○ 通年 障がい福祉課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

③ ア ○ 1 通年 市内 建 築 住 宅 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

DV被害者の自立を支援するた
め、市営住宅入居時の緩和措
置を行う。

DV被害者の保護
及び自立支援

DV被害者の市営
住宅への入居緩
和

相談体制の充実 障がい児・者相
談支援事業

障がい福
祉課

引き続き関係部局との連携を図り、
DV被害者の支援のため適切な対応に
努める。

実施結果

DV被害者を1名受け入れ、居住の安定
を図るとともに、その自立を支援し
た。

事業の評価

住宅に困窮す
る、所得月額
15万8千円以
下の者

今後の課題

実施結果障がい児・者及びその家族へ
の相談支援を充実させるた
め、基幹相談支援センター事
業を推進するとともに、地域
の身近な指定特定相談事業所
を増やしていく。

指定特定相談事業所を13ヶ所から
14ヵ所に拡大した。

＜平成26年度13ヶ所＞
＜平成25年度10ヶ所＞

事業の評価

基幹相談
支援
センター

市民、障がい
児・者及びそ
の養護者

指定特定
相談事業
所

今後の課題

関係機関との連携によりさらに充実
させる。
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Ⅲ－２－（１）

事業の部局内評価基準

男女の人権を尊重する社会づくり Ａ 事業を実施し、著しい成果があった

施策の方向性２ 男女の生涯にわたる健康支援 Ｂ 事業を実施し、成果があった

基本的施策（１） 生涯の各段階に応じた心とからだの健康支援 Ｃ 事業を実施したが、あまり成果がなかった

Ｄ 事業を実施したが、成果がなかった

参加人員

（人）

① ア ○ 市民 75回開催 通年 健 康 推 進 課

延べ

1,793

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

② ア ○ 市民 1,258 通年

（延べ）

・ 491

（延べ）

・プレママパパセミナー 〃 143

（延べ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

基本目標Ⅲ

施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

今後の課題

性と生殖に関す
る健康・権利に
ついての学習機
会の提供

健康づくり等各
種教育、相談事
業

ライフスタイルに合わせた女
性の健康管理を進めるための
健康教育・相談を行う。

保健福祉
センター
学習セン
ター
集会所ほ
か

実施結果

企画や依頼による健康講座を開催
し、健康増進のための健康教育や相
談を実施した。

事業の評価

健康講座を積極的にＰＲするととも
に地区組織と連携してライフスタイ
ルに合わせた効果的な健康教育や相
談を実施する。

健康観の確立と
自主的な健康づ
くりの推進

健康づくり各種
教育・相談事業

若い世代を対象に生涯を通じ
た健康づくりを支援する。

保健福祉
センター
学習セン
ター
集会所
ほか

実施結果

子育て世代を対象とした各種健康講
座や離乳食講習会で生活習慣病予防
を中心に健康教育、情報提供を実
施。学習センター、保育所、幼稚
園、子育て支援センター、学校等と
連携しながら実施した。

すこやか親子セミナー、離
乳食講習会

子育て中の
親・妊婦・そ
の夫

事業の評価

今後の課題

今後とも、学習センター、保育所、
幼稚園、子育て支援センター、学校
等との連携を図り、各ライフステー
ジにあわせた健康づくりをすすめ
る。
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Ⅲ－２－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

② ア ○ 市民 112回 通年 健 康 推 進 課

2,524

（延べ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

○ 市民 6回 通年

328

（延べ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

健康観の確立と
自主的な健康づ
くりの推進

健康づくり各種
教育・相談事業

健康情報の提供、生活習慣改
善指導を充実する。

保健福祉
センター
学習セン
ター
集会所
ほか

実施結果

各種健康講座等で生活習慣病予防を
中心に健康教育を実施。また、学習
センター、企業、町内会学校と連携
をとりながら実施した。

事業の評価

今後の課題

今後とも、学習センター、企業、町
内会、学校との連携を図り、各ライ
フステージにあわせた健康づくりを
すすめる。

休養、心の健康に関する情報
を提供する。

保健福祉
センター
学習セン
ター
集会所
ほか

実施結果

地区組織や企業からの依頼により、
こころの健康講座でストレスとの上
手な付き合い方や精神疾患について
の正しい知識の普及啓発を図った。

事業の評価

今後の課題

こころの健康講座を積極的に実施す
る。地区組織や企業等と連携し、
ゲートキーパー養成講座を開催して
いく。
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Ⅲ－２－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

② イ ○ 健 康 推 進 課

・ 市民 170回 通年

2,827

（延べ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ウ ○

・ 市民 1回 通年

273

（延べ）

・ 6回

197

（延べ）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

健康観の確立と
自主的な健康づ
くりの推進

健康づくり自主
グループ育成・
支援事業

健康づくり自主グループを育
成・支援する。

保健福祉
センター
学習セン
ター
集会所
ほか

実施結果

活動を継続し活性化していくための
健康づくりサークル連絡会（自主活
動）への支援を実施した。また、全
体研修を開催し会員の健康づくりの
支援を行った。

健康づくりサークル

事業の評価

今後の課題

高齢化の問題を抱えているため各
サークルの事情にあった支援が必要
であるため地域にサークル活動のＰ
Ｒを積極的に実施していく。

健康づくりボラ
ンティア育成・
支援事業

健康づくりボランティアを育
成・支援する。

実施結果

ニューヘルスメイト養成講座では、
18名が受講修了した。これから健康
づくりのボランティアとして福島市
食生活改善推進協議会に入会し活動
予定。また、活動支援として食生活
改善推進員協議会の会員に研修会を
実施した。

食生活改善推進員養成講座 保健福祉
センター

食生活改善推進員研修会 食生活改善推
進員協議会会
員

事業の評価

今後の課題

今後も市民の健康づくりをヘルスボ
ランティア協働で推進していくため
の体制づくりをしていく。
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Ⅲ－２－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

③ ア ○ 健 康 推 進 課

・ 新生児・妊産婦

未熟児

・ 乳児・産婦 4,264 通年 対象宅

・ 妊婦 3,319 通年 医療機関

・ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

8,241

○

・ 5回 通年

196

・ 市民 15回 通年 各所

257 4会場

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
・ 市民 8回 通年 各所

78 2会場

震災後、子どもを持つ親の放
射線の健康影響の不安は大き
く、安心して子供を育ててい
けるよう不安の軽減を図るた
めの事業を展開する。

座談会
「子育て座談会」など

乳幼児健康診査

ライフサイクル
に応じた健康管
理のための相
談、指導、医療
の充実

母子保健事業 妊産婦及び乳幼児の健康の保
持増進を図り、すこやかな妊
娠・出産・育児を支援する。

実施結果

妊婦健康診査、乳幼児健康診査の受
診率は高率で推移している。こんに
ちは赤ちゃん事業では、こんにちは
赤ちゃん応援隊と連携し育児支援だ
けでなく、親、家族の心のケアにつ
いてもきめ細かく対応した。

新生児、妊産婦訪問
425 通年 対象宅

未熟児訪問（平成25年度から実施）

こんにちは赤ちゃん事業

妊婦健康診査

事業の評価
乳幼児（4ヵ月
児・10ヵ月
児・1歳6ヵ月
児・3歳6ヵ月

保健福祉
センター
医療機関

今後の課題

地域の赤ちゃん応援隊等と連携し、
地域の中で子どもが健やかに成長で
きる環境づくりを継続すると共に、
健康診査の受診率を維持し、子ども
の健やかな育ちを保障していく。

実施結果

親子遊びや学習会は、参加者がグ
ループで話せる時間を設けたことで
育児に前向きに取り組むきっかけと
なった。座談会は小グループで実施
したため、個々の不安に応じたきめ
細かな対応ができた。親子遊び 乳幼児と

その親
保健福祉
センター

放射線に関する学習会

事業の評価

今後の課題

事業の周知を図りながら、学習会と
共に座談会等きめ細かな対応を図っ
ていく。
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Ⅲ－２－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

③ イ ○ 胃がん 6～11月 医療機関 健 康 推 進 課

30,859

・ 大腸がん

・ 31,325

・ 肺がん

・ 35,264

・ 前立腺がん

3,977
子宮頸がん

10,556

乳がん

8,391

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

3,635

819

骨粗鬆症

2,630

延べ94人 通年 保健福祉

センター

延べ286人 対象宅

ライフサイクル
に応じた健康管
理のための相
談、指導、医療
の充実

成人保健事業 各種健康診査及び事後指導を
実施する。

胃がん、大腸
がん、肺がん
は年度内40歳
以上の市民

実施結果

保健福祉
センター
ほか

市民健診では受診者数増加のため無
料クーポン券送付やポスターの掲示
等を行った。また、精度を高めるた
め医師会との連携強化を図った。各
検診の精検者やハイリスク者への個
別フォローを強化した。個別健康相
談日を設け、来所・家庭訪問による
特定保健指導を実施した。

特定保健指導
対象の方
生活習慣病予
防対象の方

各種がん検診

成人歯科検診

骨粗鬆症検診 前立腺がんは
年度内55歳以
上74歳以下の
男性と前年度
未受診者

肝炎ウィルス検診

各種検診事後フォロー（訪
問・電話）

子宮頸がんは
年度内20歳以
上、乳がんは
40歳以上でそ
れぞれ偶数年
齢の女性及び
前年度未受診
の方

事業の評価
肝炎ウィルス

今後の課題
肝炎ウイルス
検診は年度内
40歳以上の方
で今までに肝
炎ウイルス検
査を受診して
いない方

市民検診では若い年代（特に子宮頚
がん検診の20代・30代とすべての検
診の40代）の受診率向上をめざす。
精検受診率の向上に向けてのフォ
ローを行う。19～39才健診事後指
導、特定健診、事後指導、特定保健
指導において訪問や電話による指導
の充実を図る。

成人歯科検診

骨粗鬆検診は
年度内20～70
歳の5歳節目の
方
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Ⅲ－２－（１）

参加人員

（人）
施　　策 事　業　名 実施結果・評価・課題実施場所 所管課事　業　の　内　容 参加対象 実施時期

③ イ ○ 放 射 線

健 康 管 理 室

・ 市民 2,275 6月～3月 各支所・

学習セン

ター

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ウ ○ 高齢者 集計中 通年 市内 長 寿 福 祉 課

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

ライフサイクル
に応じた健康管
理のための相
談、指導、医療
の充実

放射線と市民の健康講座

高齢者介護予防
事業

高齢者の自己健康管理能力を
高め健康長寿を支援するた
め、介護予防事業を実施す
る。

実施結果

一般の高齢者及び要支援・要介護状
態になる可能性が高い方へ、状況に
応じたきめ細やかな各種介護予防事
業を実施。

保健福祉
センター

事業の評価

今後の課題
地域包括支援センターや関係機関・
事業者等との連携による介護予防事
業の一層の充実。

成人保健事業 市民の放射線による健康影響
の不安の軽減を図る。

実施結果

市内各地にて40回開催。参加者は20
代～80代と幅広く、男性：女性は6:4
であった。放射線について「とても
良かった」、「良かった」を併せて
89.9％、「軽減した」「少し軽減し
た」を併せて76.7％となり、不安軽
減に少なからず貢献した。

事業の評価

今後の課題

放射線による市民の健康不安の軽減
及び健康増進のため、継続的な実施
が必要。

「原発をみつめ、ふくしま
で生きる」
「福島でつくる生涯健康～
ライフステージから食と健
康を考える～」
「見て・聞いて・測って学
ぶ～福島の今と放射線、福
島で健康に暮らす～」
など　各種講座

町会集会
所ほか
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